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１　議案第61号　令和２年度一般会計補正予算（第14号）の概要
                   

    補正額は、

　２５３億２，１４３万１千円

うち国の補正予算に係る経費    
（うち防災・減災、国土強靱化対策分 　３１８億８，１７４万６千円）

うちコロナ対策に係る経費

  です。

  　この補正予算による一般会計の歳入財源は、

△　　４億３，０００万円

△　　９億７，８０２万５千円

△　２４億７，９４５万８千円

　　２０億１，６６９万３千円

　１５８億６，８５９万５千円

△　８０億１，５４６万３千円

　１８４億１，３８０万９千円

　　　９億２，５２８万円

　です。

２　議案第88号　令和２年度一般会計補正予算（第15号）の概要
                   

    補正額は、

　　１９億４，０００万円

  です。

  　この補正予算による一般会計の歳入財源は、

　　１９億４，０００万円

　です。

　なります。

県 債

そ の 他

    これらの結果、一般会計の予算の規模は、７，４４２億９，７０３万５千円と

    今回の補正は、国の令和２年度補正予算（第３号）に係る経費（追加分）について

一 般 会 計

国 庫 支 出 金

　措置するものです。

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

繰 入 金

令和２年度２月補正予算案の概要

    今回の補正は、国の令和２年度補正予算（第３号）に係るもの、新型コロナウイルス

一 般 会 計

地方消費税清算金

　感染症対策に係るもの及びその他必要とする経費について措置するものです。

　３９４億７，０８９万３千円

　　９０億　　２５０万９千円

県 税
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（単位：千円）

うち、国の補正
予算に係るもの

うち、コロナ対策
に係るもの

議 会 費 1,225,971 △ 79,166 0 0 0 1,146,805 

総 務 費 52,852,886 12,132,707 1,100 2,047,837 0 64,985,593 

民 生 費 107,641,970 △ 4,541,755 206,122 724,885 1,940,000 105,040,215 

衛 生 費 53,298,136 3,510,759 34,714 5,504,846 0 56,808,895 

労 働 費 1,935,650 △ 216,443 0 0 0 1,719,207 

農林水産業費 64,592,602 1,617,281 8,420,751 227,618 0 66,209,883 

商 工 費 61,231,575 △ 1,538,414 253,497 0 0 59,693,161 

土 木 費 83,443,931 23,706,619 28,342,314 0 0 107,150,550 

警 察 費 27,368,534 △ 735,431 0 0 0 26,633,103 

教 育 費 121,196,047 △ 3,312,547 2,212,395 497,323 0 117,883,500 

災 害 復 旧 費 15,431,120 △ 4,587,828 0 0 0 10,843,292 

公 債 費 80,669,235 △ 990,792 0 0 0 79,678,443 

諸 支 出 金 46,047,947 356,441 0 0 0 46,404,388 

一般会計合計 717,035,604 25,321,431 39,470,893 9,002,509 1,940,000 744,297,035 

一　　般　　会　　計　　歳　　出　  一　　覧

款 別 補正前の額 計
議案第61号 議案第88号

今回補正額

- 2 -



（１）　総　　括

議案第61号 議案第88号 補 正 後 構成比 予 算 額 構成比

270,928,677 ▲ 8,709,050 0 262,219,627 35.2 218,105,104 36.7

県 税 99,080,000 ▲ 430,000 0 98,650,000 13.3 98,114,307 16.5

地 方 消 費 税
清 算 金

49,652,503 ▲ 978,025 0 48,674,478 6.5 39,926,963 6.7

分 担 金 及 び
負 担 金

4,615,890 400,487 0 5,016,377 0.7 2,582,232 0.4

使 用 料 及 び
手 数 料

10,024,139 ▲ 268,146 0 9,755,993 1.3 9,927,968 1.7

財 産 収 入 1,100,688 ▲ 27,888 0 1,072,800 0.1 1,157,080 0.2

寄 附 金 132,622 144,923 0 277,545 0.0 157,965 0.0

繰 入 金 36,836,720 ▲ 8,015,463 0 28,821,257 3.9 22,077,910 3.7

繰 越 金 7,622,695 0 0 7,622,695 1.0 6,170,493 1.0

諸 収 入 61,863,420 465,062 0 62,328,482 8.4 37,990,186 6.4

446,106,927 34,030,481 1,940,000 482,077,408 64.8 376,543,047 63.3

地 方 譲 与 税 20,450,000 ▲ 2,479,458 0 17,970,542 2.4 19,216,417 3.2

地 方 特 例
交 付 金

553,000 161,221 0 714,221 0.1 1,479,168 0.2

地 方 交 付 税 184,467,000 2,016,693 0 186,483,693 25.1 180,314,432 30.3

交通安全対策
特 別 交 付 金

433,000 49,621 0 482,621 0.1 494,000 0.1

国 庫 支 出 金 168,427,627 15,868,595 1,940,000 186,236,222 25.0 93,907,692 15.8

県 債 71,776,300 18,413,809 0 90,190,109 12.1 81,131,338 13.6

717,035,604 25,321,431 1,940,000 744,297,035 100.0 594,648,151 100.0

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

自 主 財 源

依 存 財 源

歳 入 合 計

一　般　会　計　歳　入　一　覧

（単位：千円、％）

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度

款　　別
補正前の額

２　　月 ２ 月 現 計
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（２） 歳入科目別概要

議案第61号 議案第88号

【議案第61号】

（別記）

地方消費税 【議案第61号】

清 算 金 ◎地方消費税清算金 ▲ 978,025

分担金及び 【議案第61号】

負 担 金 ◎分担金 ▲ 2,653

○農林水産業費分担金 ▲ 2,653

・土地改良事業費等

◎負担金 403,140

○民生費負担金 ▲ 23,054

・病床転換助成交付金等

○農林水産業費負担金 163,272

・農地防災事業費等

○土木費負担金 265,848

・急傾斜地崩壊防止対策費等

使用料及び 【議案第61号】

手 数 料 ◎使用料 ▲ 126,494

○民生使用料 ▲ 30,462

・こども療育センター使用料

○土木使用料 ▲ 23,741

・港湾使用料等

○教育使用料 ▲ 73,004

・高等学校授業料及び科目履修料等

◎手数料 2,570

○警察手数料 2,949

・OSS自動車保管場所証明通知申請・標章交付手数料

◎証紙収入 ▲ 144,222

○証紙収入（使用料分） ▲ 892

○証紙収入（手数料分） ▲ 143,330

【議案第61号】

◎財産運用収入 ▲ 57,917

○財産貸付収入 ▲ 64,810

・財産貸付料等

◎財産売払収入 30,029

○不動産売払収入 48,302

・土地建物売払代金

○生産物売払収入 ▲ 22,704

・農業大学校（農産物等の売払）等

【議案第61号】

◎寄附金 144,923

○総務費寄附金 142,223

【議案第61号】

◎特別会計繰入金 103,589

○特別会計繰入金 103,589

・公共用地取得事業等

◎基金繰入金 ▲ 8,119,052

○財政調整積立金繰入金 ▲ 5,938,636

○財政安定化基金繰入金 ▲ 310,387

○地域医療介護総合確保基金繰入金 ▲ 858,110

【議案第61号】

◎延滞金、加算金及び過料等 ▲ 11,641

10,024,139 ▲ 268,146 0 9,755,993

4,615,890 400,487 0 5,016,377

49,652,503 ▲ 978,025 0 48,674,478

補正前の額科   目

（単位：千円）

２月補正
主　な　項　目補正後予算額

財 産 収 入 1,100,688 ▲ 27,888 0 1,072,800

県 税 99,080,000 ▲ 430,000 0 98,650,000

諸 収 入

132,622 144,923 0 277,545

36,836,720 ▲ 8,015,463 0 28,821,257

61,863,420 465,062 0 62,328,482

寄 附 金

繰 入 金
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議案第61号 議案第88号
補正前の額科   目

２月補正
主　な　項　目補正後予算額

諸 収 入 ◎県預金利子 ▲ 1,300

（つづき） ◎貸付金元利収入 ▲ 423,489

○農林水産業貸付金元利収入 ▲ 327,513

・木材産業振興対策資金貸付金元利収入等

◎受託事業収入 533,986

○土木受託事業収入 537,757

・堰堤改良事業受託料

◎雑入 367,516

◎利子割精算金収入 ▲ 10

【議案第61号】

◎地方揮発油譲与税 ▲ 135,475

◎石油ガス譲与税 ▲ 12,174

◎航空機燃料譲与税 58,254

◎特別法人事業譲与税 ▲ 2,390,063

地 方 特 例 【議案第61号】

交 付 金 ◎地方特例交付金 161,221

【議案第61号】

◎地方交付税 2,016,693

交通安全対策 【議案第61号】
特 別 交 付 金 ◎交通安全対策特別交付金 49,621

【議案第61号】

◎国庫負担金 ▲ 972,060

○農林水産業費国庫負担金 1,640,850

・造林奨励費等

○災害復旧費国庫負担金 ▲ 2,388,562

・土木災害復旧費等

◎国庫補助金 17,121,307

○総務費国庫補助金 1,522,445

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等

○衛生費国庫補助金 4,308,571

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等

○土木費国庫補助金 11,620,274

・社会資本整備総合交付金事業費等

◎委託金 ▲ 280,652

○労働費委託金 ▲ 127,775

・離転職者訓練費等

【議案第88号】

◎国庫補助金 1,940,000

○民生費国庫補助金 1,940,000

・生活困窮者事業費

【議案第61号】

◎県債 18,413,809

○農林水産業債 2,263,500

・山地治山事業費等

○土木債 14,363,500

・道路橋梁事業費等

○教育債 1,606,700

・公立学校施設整備事業費等

○臨時財政対策債 ▲ 587,591

○減収補てん債 1,234,500

【 合 計 】 717,035,604 25,321,431 1,940,000 744,297,035

国庫支出金

433,000 49,621

553,000 161,221

地方譲与税 20,450,000 ▲ 2,479,458

184,467,000 2,016,693地方交付税 0 186,483,693

0 714,221

0 17,970,542

0 482,621

168,427,627 15,868,595 1,940,000 186,236,222

県 債 71,776,300 18,413,809 0 90,190,109

- 5 -



令和２年度２月補正 県税収入予算

税　務　課　

　　（単位：千円、％）

予算額 前年度 収入見込額 現計比 補正額 備　　　　　　　　考

① 決算比 ② ②/① ②－① （補正の増減理由）

99,080,000 99.4 98,650,000 99.6 ▲ 430,000

個人県民税 29,356,238 98.3 30,315,340 103.3 959,102 個人所得の増加による増

法人県民税 2,575,649 74.4 2,554,871 99.2 ▲ 20,778

利子割県民税 93,894 95.8 97,734 104.1 3,840

個人事業税 1,097,365 98.5 1,162,166 105.9 64,801

法人事業税 19,158,688 93.5 18,075,046 94.3 ▲ 1,083,642 企業の業績低調による減

譲渡割地方消費税 18,889,501 117.1 19,478,791 103.1 589,290 還付の減少等による増

貨物割地方消費税 483,742 119.7 323,214 66.8 ▲ 160,528 輸入の減少による減

不動産取得税 2,296,292 95.7 2,172,708 94.6 ▲ 123,584
大建築分に係る課税件数
の減少等による減

県たばこ税 1,263,391 100.8 1,240,732 98.2 ▲ 22,659

ゴルフ場利用税 390,864 98.9 358,482 91.7 ▲ 32,382

自動車税 13,979,200 102.5 13,941,018 99.7 ▲ 38,182

旧自動車税(～R元.9) 13,061 0.1 - - -

自動車税環境性能割(R元.10～) 741,062 237.3 628,489 84.8 ▲ 112,573
新車登録台数の減少によ
る減

自動車税種別割(R元.10～) 13,225,077 13409.6 13,312,529 100.7 87,452

鉱区税 7,294 95.4 7,294 100.0 0

軽油引取税 9,206,621 99.3 8,658,934 94.1 ▲ 547,687
輸送量の減少等による軽
油消費量の減

狩猟税 22,129 94.4 22,472 101.6 343

産業廃棄物税 259,132 90.6 241,198 93.1 ▲ 17,934

現計予算額 令和２年度収入見込額

県税計
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（議案第６１号、第６３号関係） 

総 務 部

（一般会計）　 　　     （単位：千円）

総 務 課 305,180 ▲ 11,317 293,863 289,385 277,359

人 事 課 4,917,214 207,907 5,125,121 4,740,911 5,060,868

財 政 課 102,363,222 10,929,602 113,292,824 83,945,272 96,926,668

財 産 総 合
管 理 課 3,587,684 ▲ 332,895 3,254,789 9,569,527 9,910,981

税 務 課 51,204,899 ▲ 109,592 51,095,307 45,725,606 42,033,197

市 町 村 課 1,377,845 ▲ 81,073 1,296,772 2,504,564 2,024,780

総  務  事  務
セ  ン  タ  ー 757,632 ▲ 7,968 749,664 737,847 695,510

危 機 管 理 課 695,577 ▲ 37,892 657,685 1,230,893 1,187,429

消 防 保 安 課 1,326,894 ▲ 31,133 1,295,761 909,190 782,179

計 166,536,147 10,525,639 177,061,786 149,653,195 158,898,971

（公債管理特別会計）

特別
会計 財 政 課 104,129,970 ▲ 963,027 103,166,943 113,662,944 112,576,712

（一般会計＋特別会計）

270,666,117 9,562,612 280,228,729 263,316,139 271,475,683

補正額
補正前
の　額

令　和　２　年　度

総務部　合計

会
計
名

一

般

会

計

令和２年度　２月補正予算案

○ 歳出予算課別集計表

最　 終
予算額

課　　名

令 和 元 年 度

補正後
の　額

当　 初
予算額
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○ 繰越明許費補正 

 

 

（議案第６１号関係） 

 

１ 追 加 

款 項 事  業  名 金  額 

総 務 費 総務管理費 
 次期人事給与庶務システム構築

支援業務委託事業 

        千円 
       25,300 

総 務 費 総務管理費 庁舎公舎等営繕事業 

 

272,805 

 

《令和３年２月定例県議会提出議案（令和２年度補正分） ９ページから抜粋》 
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議案第７９号

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行

に伴う関係条例の整備に関する条例の一部を改正する条例

人 事 課

１ 改正の理由

会計年度任用職員等の退職手当について、手当の算定に必要な読み替えを行うた

め、関係規定の改正を行うものである。

２ 改正の内容

フルタイム会計年度任用職員等について、勤務した期間が引き続いて６月を超え

る場合には、職員の退職手当に関する条例に基づき退職手当が支給されるが、当該

条例においては、勤務した期間が引き続いて12月を超える場合に、それまでの勤務

した期間を在職期間とみなすとされていることから、この「12月」を「６月」に読

み替えて適用することができるように規定を追加する。

３ 施行期日

公布の日から施行する。
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